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タクシーがつなぐ 人の輪 地域の輪

大分自動車交通グル プ大分自動車交通グループ
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(社)全国乗用自動車連合会（全国ハイヤー・タクシー連合会）ケア輸送委員長



大分自動車交通グループは・・・

•事業姿勢 （S36年創業）

タクシー、貸切バス、福祉・介護タクシー

訪問介護・訪問入浴事業、民間救急事業•事業姿勢 （S36年創業）

環境に優しく、地域に密着した、お客様と
共感し、お客様のことをよく考えて行動 参照：シティタクシー会社案内

おおいた福祉㈱ＯＣＳ案内

•緑ナンバー（事業用）のプロ意識を養成
タクシー乗務員の継続的な教育
H14 ケア輸送サ ビス従事者研修H14～ ケア輸送サービス従事者研修

•介護・福祉・民間救急などのサービスの
ためにH12おおいた福祉㈱ＯＣＳ設立ためにH12おおいた福祉㈱ＯＣＳ設立

会社別 一般セダン 大型 福祉車両 バス

おおいた福祉 １１ ２
（ 浴車）（入浴車）

中津市 １９ １ ２

日田市 １９ １ ３

佐伯市 ２３ １ ２
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佐伯市 ２３ １ ２

大分市 ３１ ２ ８ ７

合計 ９２ ５ ２６ ９
（H20年度末132台）



大分県のケア輸送サービス大分県のケア輸送サ ビス
≫≫ 業界としてやさしい輸送サービスへの取組み

個

○タクシーの輸送人員
25 8%（全国値7 2%）

○身体障害者・知的障害者割引運賃

法人タクシー86社2,448台 個人タクシー184台
福祉限定 42社73台 （H20年度末）

25.8%（全国値7.2%）
○福祉タクシー
県とともに毎年協議して導入

○身体障害者 知的障害者割引運賃
２０年度実績 輸送回数３５万回

割引額年間４，５００万円
○観光タクシー 119台（法人61、限定58）

参考 国交省 １８年度版報告資料

○観光タクシ
外国人観光客への接遇研修

○新生児救急車の運行
○禁煙タクシ （H１９年）※ 参考：国交省 １８年度版報告資料

から大分県の輸送回数
法人 1,260.8万回
個人 34.8

○禁煙タクシー（H１９年）※
○定額運賃タクシー（Ｈ１３年）※
○１１０番タクシー（H元年）※

ども連絡車（ ） 福祉限定 3.1
自家用有償 0.07

こども連絡車（Ｈ１０）
地域安全活動に関する覚書(H１５）

○乗務員のレベルアップ （県の助成）
約 割 務 技 修
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約８割の乗務員に介助技術の研修

※は、大分が全国初の取組み
参照：「大分県のタクシー２００９」p9,10



大分県のケア輸送サービス

≫≫県民の福祉マインド

県民に受け入れられている「共生」

大分市 大分国際車いすマラソン大会（毎年秋に開催）•大分市 大分国際車いすマラソン大会（毎年秋に開催）

•別府市 「太陽の家」

全国上位の障害者雇用率（Ｈ１８年まで実雇用率１位）•全国上位の障害者雇用率（Ｈ１８年まで実雇用率１位）

自治体の対応自治体の対応
•県の福祉車両導入基準（Ｈ２年策定）

地方振興局エリア毎の福祉車両配置の方針地方振興局 リア毎の福祉車両配置の方針
福祉車両の導入費用の補助制度

•市町村の福祉タクシー券事業
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STSを担う福祉タクシー

福祉輸送の事業別推移

事業者数
福祉自動車数一般（事業者数）

○国のバリアフリー基本方針
福祉タクシ 台

5,864

6,868

7 ,344
7,506

7,000

8,000
事業者数

7,000

8,000

福祉自動車数一般（事業者数）

特定（〃）

限定（〃）

一般（自動車数）

限定（〃）

特定（〃）

福祉タクシー 18,000台
２２年度末までの達成は困難

○１６年限定事業の規制緩和

4,026

4 000

5,000

6,000

4 000

5,000

6,000
特定（ ）

○１６年限定事業の規制緩和
で限定事業の車両数が増加
一般タクシー事業は微増

1,862

2,640 2 ,783

3 ,170 3,236

2,712 2,588

2,000

3,000

4,000

2,000

3,000

4,000

○STSは地域差がある
福岡を除く九州各県の
福祉タクシー車両数は

209 336 405415416

0

1,000

0

1,000

１５年度末 １６年度末 １７年度末 １８年度末 １９年度末 ２０年度末

福祉タクシ 車両数は、

一般タクシー事業 福祉限定事業
の車両数 ＞ の車両数

一般（事業者数） 944 1,047 1,099 1,163 1,265 1,279

特定（〃） 184 503 665 654 638

限定（〃） 1,418 2,540 4,511 5,427 5,890 6,214

一般（自動車数） 1,862 2,588 2,640 2,783 3,170 3,236

限定（〃） 2,712 4,026 5,864 6,868 7,344 7,506

の車両数 ＞ の車両数

○福祉タクシー配車センター
東京、大阪、京都、岐阜東濃
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特定（〃） 209 336 416 415 405



タクシー事業の課題
ＳＴＳ（福祉事業）に関わる事業者として

タ 実態スタンス

•ドアツードアのタクシー事業
は交通弱者にと て必要な輸

実態

• 交通弱者向け移動支援が一部障
害者以外制度化されていないは交通弱者にとって必要な輸

送サービス

•ニ ズや提供エリアは地域

害者以外制度化されていない
要支援者等一般高齢者、運転免許返

納者、通院患者、乳幼児など
•ニーズや提供エリアは地域
差が大きい

•他の交通モード 自治体との

• 事業者任せの維持コスト

福祉タクシーは稼働時間帯が集中し低
い稼働率•他の交通モ ド、自治体との

連携が不可欠である

•持続的な事業展開が必要

い稼働率

車両価格が高い寝台車やリフト車

割引運賃の負担持続的な事業展開が必要
• 持続的な事業展開ができない福
祉限定のタクシー事業

配車セ タ の維持 ト負担は 般タ
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配車センターの維持コスト負担は一般タ
クシー事業者、運賃競争



交通基本法に望むこと

１．タクシーの公共交通機関の位置づけを明確に

交通基本法に望むこと

「誰でもいつでも利用できる」
⇔ 運転代行等自家用車使用の有償サービス
（利用者保護の安全面等は二重基準としない）（利用者保護の安全面等は二重基準としない）

２．輸送コストの負担は事業者任せにしない
「適正な運賃の収受＝持続するサービス」適正な運賃の収受 持続するサ ビス」

⇒ 国民全体で負担する仕組みの創設
３．ＳＴＳに対する施策を明確に

⇒ ＳＴＳ維持に継続的な補助制度の創設
（福祉タクシー車両、福祉タクシー配車センター）
⇒ ユニバ サルデザインタクシ の導入促進⇒ ユニバーサルデザインタクシーの導入促進

（p.8参照）

環境対策としても
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環境対策としても・・・
４．自家用車から公共交通機関へのシフトを明確に



国交省
（２２年度まで）
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